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ベトナム通信〜当社グループ現地⼈スタッフによる最新情報〜 

ベトナムの携帯電話事情 
 
べトナム情報通信省の IT 白書によると、2018 年の携帯電話の総加入者数は、約 1
億３,600 万⼈となっています。ちなみに日本の 2019 年 3 月末の携帯電話加入者数
（含む PHS）は約 1 億 8,000 万⼈；総務省）となっています。 
 

米国大手調査会社ニールセンの調査によると、2017 年のベトナム主要都市におけ
る携帯電話保有率は 95%で、内スマートフォン保有者は 84%に達しました。農村
部でも携帯電話保有率は 89%、内スマートフォン保有者は 68%となっています。
スマートフォンの OS は Android が 67%と大きな割合を占めています。 
 
ベ ト ナ ム に は 、 ベ ッ テ ル (Viettel) 、 ビ ナ フ ォ ン (Vinaphone ）、 モ ビ フ ォ ン
(Mobifone)の 3 社の大手携帯電話会社がありますが、通信料金、通信スピード、
SIM カード料金にはほとんど差はないといわれています。 
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ベトナム通信〜当社グループ現地⼈スタッフによる最新情報〜 

ベッテルは、国防省傘下の国営企業で、加入者数は 6,804 万⼈（前年比+588 万⼈）
で最大手（シェア 50.0%、同-1.8％）です。基地局の数が多く、他社にくらべ大き
な差はないものの通信が最も安定しているという評価ががされています。経済的
に余裕がない層の⼈々にもスマートフォンを普及させるという政府の政策もあり、
特に農村部で普及しています。 
 

ビナフォンは、ベトナム郵便通信公社系のサービスプロバイダーです。市場シェ
アは 2018 年に 1,000 万⼈以上もの利用者が増え、前年の 3 位から２位（シェア
24.5％、同+5.1%）に上昇していています。加入者数は 2018 年で 3,340 万⼈（同
+1,012 万⼈）。 
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モビフォンは、一時ベトナム郵便通信公社(VNPT)の傘下でしたが、その後切り離
され、現在は情報通信省の監督下に置かれています。2020 年までに⺠営化が予定
されている国営企業 93 社の 1 社であり、都市部のビジネスパーソンや若者に⼈気
があり、外国⼈の間でも⼈気があります。しかし、2018 年に販売の数字を落とし
ており、シェアは第 3 位（20.85%、同-3.95％）、加入者数は 2,387 万⼈（同-139
万⼈）となっています。 
 
2018 年 11 月以降はナンバーポータビリティ制度が利用できるようになったため、 
シェア争いもかなり激しくなっています。 
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